自ら考え自ら実践するまちづくり事業補助要綱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    平成20年４月 １ 日制定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年5月22日改正
平成２３年４月 １ 日改正
1． 事業目的

まちづくり事業補助金は「自ら考え自ら実践するまちづくり」を目指し、そのための集落活性化計画を実践する団体の安定的かつ継続的な活動を支援するために、只見町補助金等の交付等に関する規則（平成１２年規則第４号）及びこの要綱の定めるところにより補助金を交付する。

（集落活性化計画とは、集落の自律性と自発性を高めるとともに豊かな集落づくりを目的として集落住民の話し合いから生まれた集落自らが取り組む実践活動計画を指す。）

2． 補助期間

平成２３年４月１日から平成２６年３月３１日までとする。

3． 補助対象者

集落活性化委員会

　　　　広い範囲で集落活性化事業に取り組む団体
　　　　（ただし、上記いずれの場合も団体構成員が区に属しているか否かを問わない。）
4． 補助対象事業

補助対象事業は次の各事業とする。

集落活性化計画に沿った実践事業。具体的には集落活性化計画を実践するために必要な経費について補助する。但し、事前に集落活性化計画の策定が必要となる。

なお、他の補助事業等（水路・林道・道路など）の制度要項があるものについては、他の制度の該当の有無に関わらず事業としては該当しない。

5． 補助対象経費

補助対象経費はつぎのとおり。

1 集落活性化を進める上で必要となる施設又は設備整備に関する経費（備品購入費等）。

2 集落活性化を進める上で必要となる講師派遣等に関する経費（旅費、謝金等）。

3 集落活性化を進める上で必要となる経費（機械等借上料、事業に必要な原材料費、会場使用料、消耗品等）

4 集落活性化を進める上で必要となる労務に関する経費（但し、区の普請等で規定される労務単価の範囲内とする）。ただし、その経費は、全事業費の３０％以内とする。

なお、飲食費は対象としない。

6． 補助金

新たに策定した、集落活性化計画に沿った事業に対して補助を行う。

上限１００万円（１万円単位、経費の１０/10の範囲内で補助）

７．　　補助の申請手続

補助対象者は、只見町長に補助金交付申請書（様式第1号）を提出する。

８．　　補助金の決定

①補助金交付申請書の提出があった場合には、すみやかに「自ら考え自ら実践するまちづくり事業審査会」（以下「審査会」という）を開催し、提出されている集落活性化計画との整合性とその内容を検討し交付決定する。

②審査員の構成は以下の通りとする。また、この会議の招集・運営は、審査を行う各地区区センター長が行うものとする。

（補助額が５０万円以下のもの）　

三地区センター長、当該地区の地区センター運営委員会正副会長２名の計５名
（補助額が５０万円以上のもの）
上記構成員に財政担当課長を加えた計６名

③補助交付が決定した場合は、只見町長はその旨を補助対象者に通知する。

④補助対象事業について変更が生じる場合は、補助対象者は速やかに変更申請書（様式第４号）を提出し、その承認を受けること。ただし、補助金額等に不要額が生じることなく、変更が軽微な場合はこれを省略することができる。

９．　　補助金の交付

①補助対象事業が完了し、補助金の交付を受けたいときは事業完了届（様式第２号）及び補助金請求書（様式第3号）を提出する。

なお、事業において、必要性ある場合については事業金額の2分の１まで概算払請求書（様式５号）により支払いを認めることが出来る。

2 只見町長は、事業完了届を受理した後、補助対象者に補助金を交付する。













